
新しい年を迎えました。

能登半島地震から1年。復興・

復旧は遅れ、長引く物価高騰が

暮らしや営業を圧迫しています。

また、世界各地での戦争・紛

争の激化も深刻です。

豊橋市では「アリーナ問題」

に揺れた1年でした。こうした

中で、市政の主役である「市民

の声で動かす市政」の実現のた

めに、今年も全力を尽くします。

同時に、生活相談をはじめ、く

らしや人権、平和・民主主義を

まもり発展させる活動に２０２５年も、力いっぱい頑張ります。今年もよろしくお

願いいたします。
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１月３日、恒例の豊川稲荷前宣伝。 井上さと

し参議院議員、もとむら伸子衆議院議員、すやま

初美予定候補と東三河議員団、後援会のみなさん

と元気よく宣伝しました。

年末に出演した「深掘り共産党」

「市民置き去りのアリーナ建設」

「豊橋市議会で何が起こった？」の動画はこちらから➡

市議団と下奥県議が語っています。

「アリーナ建設中止」を公約に掲げた

長坂市長が当選後、事業者に「契約解

除」に向けた申し入れを行ないました。

推進側の議員からは、これが「議会

軽視」であるとの猛反発が起き、市長

に議会への説明の申し入れ、自民党市

議団の事業の継続を求める申し入れ

などの動きが相次ぎました。

▷共産党市議団は民意を受けた市長の

決断を支持との声明を発表。

12月2日、「新アリーナを求める会」か

らは継続を求める13万4092筆（豊

橋市 5万8931筆 東三河他自治体

70069筆 県外5092筆）の請願が

提出され、13日の総務委員会では採

択すべきという結果に。

自民・公明・まちフォーラムの議員

から 二元代表制のもと、時間をかけて

議論してきた議会の議決があるにもかか

わらず、就任間もなく議会にも諮らず「契

約解除」に向けた通知をしたこと、契約解

除により、国、県からの補助金が来なくな

る懸念がある、アリーナでバスケットの試

合が見られなくなり、子どもたちが悲しん

でいるなど、市長決断への批判が相次ぎ、

議会は紛糾しました。

市長不信任案提出の可能性も浮上

する中、事態を打開するためには、

住民投票で市民に事業の継続の賛否

を問うのが最も有効な方法と考え、

共産党市議団などは18日に記者会見

を行ない、19日の議会運営委員会に、

共産党市議団・新しい豊橋・みらい

市民の３会派で住民投票条例案を提

出しました。

同日、事業を推進する立場である

自民党・公明党・まちフォーラムに

よる住民投票条例案の提出もあり、

双方の条例案の一本化を図る調整時

間を確保するためとして、１２月２

６日まで６日間の会期延長が決めら

れました。

長坂新市長に変わってから初の議会となる12月議会が12月2日から２６日

まで約１か月間にわたって開かれました。会期の6日間延長、全議員36名中

30名が質問に立ち「新アリーナ」関連では20名が質問、最終日の午後１０時過

ぎまでの審議など、かつてなかった議会となりました。 市民のみなさんの関

心も高く、連日傍聴席が埋まり、多くの報道陣も詰めかけるという「アリーナ議

会」となった12月議会について報告します。



２日間の協議の中では、投票まで

の日数６０日（自民・公明・まちフォー

ラム案）と１２０日（共産・新しい

豊橋・みらい市民案）という最大の

相違点の一致が得られず、共産党市

議団などからは、１００日という譲

歩案も提案しましたが、推進派の各

派は「これ以上協議しても仕方ない」

と突如協議を打ち切りました。

多くの市民のみなさんは「今度こ

そ住民投票が実現する」と期待して

見守ってくださっていたのではない

でしょうか。

26日の議会で起きたことは、市民

のみなさんの期待を裏切ったばりか、

豊橋市議会の歴史に残る、多数派の

暴挙であったと言わざるを得ません。

議会最終日の２６日は自民・公明・

まちフォーラム（以下推進派といい

ます）が提出した条例案（「プロス

ポーツ等による地域活性化ならびに

市民スポーツ・文化振興のための

『多目的屋内施設及び豊橋公園東側

整備・運営事業』の継続に関する住

民投票条例案」）が可決される見込

みとなっていました。

ところが、推進派は上程された2案

の質疑の途中で、突如、休憩の動議

を行ない、３０分間の休憩後、条例

案を撤回すると表明。残った1案（共

産・新しい豊橋・みらい市民提出案）

についての質疑を続行し、反対多数

で否決されました。

否決の理由は①契約解除にともな

う損失補償額が不明瞭。②契約解除

後の代替案と対応が示されていない。

③有権者への客観的で公平公正な情

報の提供が困難というものでした。

採決後に、推進派は、突如「豊橋

市議会の議決すべき事件を定める条

例の一部を改正する条例案」を提出。

休憩や議運、本会議を断続的に行な

い、20時に議会を再開、質疑、討論

が行われ22時20分、条例の強行採決

となりました。

金額が大きい「契約」について、

議会の議決が必要という規定は地方

自治法にありますが、「契約解除」

に議会の議決は定められていません。

これを条例に加え、市長の「契約

解除」についても議会の賛成がなけ

ればできないとする重大な変更をわ

ずか２時間余りで強行に成立させて

しまったのです。

これは到底看過できるものではあり

ません。共産・新しい豊橋・みらい

市民・豊橋維新の会の４会派９人連

名で、１２月３０日抗議声明を発表、

各報道機関に送りました。

全国にも例のない条例であり、弁

護士・行政法の専門家などからも

「法令違反」の指摘が寄せられてい

ます。市長は現在議会への差し戻し

などを含め対応を検討中と報道され

ています。

26日の議会の流れ




